
報 道 機 関 各 位

大規模災害に備え「広域防災フロート」の派遣訓練を実施

毎年のように各地で大規模な自然災害が発生している状況を踏まえ、下記のとおり、日本海

溝巨大地震の発生を想定し、支援物資の輸送を担う広域防災フロートの机上派遣訓練を行いま

す。

記

１ 机上派遣訓練（記者席で取材が可能です）

(1)日 時 令和５年２月８日（水） ９：３０～１０：３０

(2)場 所 室蘭開発建設部 １階大会議室

室蘭市入江町１－１４

(3)内 容 迅速かつ円滑な派遣のために、関連法令に係る諸手続きや安全管理等につ

いて、関係機関が集合し協議等を実施。

(4)新型コロナウィルス感染防止対策

①マスク着用の遵守。

②会場入室時に検温と手指消毒の実施。

③従前の出席者から半数程度に人数を絞り、ソーシャルディスタンスを確保等

２ その他 広域防災フロートの概要については別紙１、広域防災フロート派遣協議会につ

いては別紙２を参照願います。

【問合せ先】 国土交通省 北海道開発局 室蘭開発建設部 室蘭港湾事務所

副所長 栗林 則夫 電話 0143-27-2101

第１工務課 課長 賀川 智章 電話 0143-27-2101

室蘭開発建設部ホームページアドレス http://www.hkd.mlit.go.jp/mr/

 

 

令 和 ５ 年 ２ 月 ３ 日

室蘭開発建設部 広報官

広域防災フロート派遣協議会は、災害時の派遣要請を想定し、「広域防災フロート」の

派遣に係る机上訓練を実施します。



別紙１ 

広域防災フロートの概要 
 

 

本施設は、大規模地震や火山噴火等の大規模災害時に、国が被災地へ

迅速に派遣し、緊急物資輸送、小型船の係留や臨時ヘリポート等、災害

復旧活動等の支援施設として利用することが可能です。平成２３年３月

の東日本大震災時には、被災地に緊急支援物資を運んだ後、被災地域の

港に常駐し、作業船係留施設として活躍しました。また平常時は、直轄

港湾工事のコスト縮減を図るため、工事資材の置き場となる台船等とし

て活用しています。 

 

 

 

 
 

施設規模 長さ：８０ｍ 幅２４ｍ 高さ４ｍ 

上 甲 板 

・避難、物資輸送のための1,000t級船舶の接岸が可能 

・ ヘリポートとしての利用が可能 

・ 復旧支援用の車両の乗り入れが可能 

第二甲板 
・避難、物資輸送のための漁船等の小型船の接岸が可能 

・物資格納用の貨物室を装備 

緊急物資搬入状況 

ヘリポート利用 小型船の係留 

広域防災フロート 



別紙２ 

 

広域防災フロート派遣協議会 
 

（目的） 

本協議会は、大規模災害発生時等に広域防災フロートを派遣するにあ

たって、関係機関の協力のもと、迅速かつ円滑に活動を実施するための

協議または準備を行うものです。 

 

（広域防災フロート派遣協議会委員） 

機 関 ・ 団 体 名 役 職 

北海道開発局室蘭開発建設部 次 長 

北海道開発局室蘭開発建設部室蘭港湾事務所 所 長 

北海道労働局室蘭労働基準監督署 副署長 

第一管区海上保安本部室蘭海上保安部 次 長 

北海道運輸局室蘭運輸支局 次 長 

北海道胆振総合振興局 地域創生部地域政策課 主 幹 

室蘭市港湾部 部 長 

室蘭市消防本部 予防課長 

室蘭港湾振興会 副会長 

（一社）室蘭建設業協会 災害対策委員長 

（一社）日本埋立浚渫協会北海道支部 支部長 

 

 


